
12024年2月14日 衆議院予算委員会山井和則（立憲） 配付資料

【読売新聞朝刊 2023/12/12】

出所：『子育て支援拡充を目指す会』提供資料

パネル写し

※事業主負担を含む



22024年2月14日 衆議院予算委員会山井和則（立憲） 配付資料

【日本経済新聞夕刊 2024/2/6】

パネル写し

※グラフ中の赤丸は山井事務所にて付記



32024年2月14日 衆議院予算委員会山井和則（立憲） 配付資料

出所：日経速報ニュースアーカイブ 2024/1/24配信

※赤傍線は山井事務所にて付記



42024年2月14日 衆議院予算委員会山井和則（立憲） 配付資料

パネル写し

医療保険制度別の支援金額のイメージ
（被保険者一人当たり、年額。西沢和彦氏による試算）

出所：株式会社日本総合研究所西沢和彦理事提供資料より山井事務所作成
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52024年2月14日 衆議院予算委員会山井和則（立憲） 配付資料

パネル写し

医療保険制度別の支援金額のイメージ
（加入者一人当たり、年額。西沢和彦氏による試算）
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出所：株式会社日本総合研究所西沢和彦理事提供資料より山井事務所作成

【東京新聞朝刊 2024/2/12】



62024年2月14日 衆議院予算委員会山井和則（立憲） 配付資料

出所：朝日新聞朝刊2/9付記事、「医療保険に関する基礎資料～令和３年度の医療費等
の状況～」（厚生労働省保険局調査課）より山井事務所にて機械的に試算し作成
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医療保険制度別の支援金額のイメージ
山井事務所にて機械的に試算し作成

（加入者一人当たり、年額）

パネル写し

子育て支援負担1兆円のうち75歳以上の負担
が8％との報道に基づき、800億円を後期高齢
者医療制度加入者1843万人で除して試算

【朝日新聞朝刊 2024/2/9】

※赤傍線は山井事務所にて付記



72024年2月14日 衆議院予算委員会山井和則（立憲） 配付資料

パネル写し

年金､5年連続､実質目減り(実質カット)

出所：厚生労働省資料より山井事務所作成

【朝日新聞朝刊 2024/1/20】
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112024年2月14日 衆議院予算委員会山井和則（立憲） 配付資料
※赤傍線は山井事務所にて付記



122024年2月14日 衆議院予算委員会山井和則（立憲） 配付資料

出所：現代ビジネスHP2024/2/11配信

【毎日新聞朝刊 2024/2/12】



132024年2月14日 衆議院予算委員会山井和則（立憲） 配付資料

【朝日新聞朝刊 2024/2/7】

パネル写し

※赤傍線は山井事務所にて付記
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172024年2月14日 衆議院予算委員会山井和則（立憲） 配付資料

パネル写し

課税所得
（１８００万円以上）

× 所得税率
40％

= 所得税額

課税所得
（１８００万円以上）

× 住民税率
10％ = 住民税額

出所：国税庁資料および総務省資料より山井事務所作成
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=
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（１８００万円以上）

× 税率
50％

= 納税額

※税務調査後の納税は、過少申告税、延滞税の対象となる可能性がある。



182024年2月14日 衆議院予算委員会山井和則（立憲） 配付資料

出所：PRESIDENT Online HP 2024/2/7配信
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